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○亀山市市民活動応援交付金交付要綱 

平成２５年５月１０日 

告示第９７号 

改正 平成２６年５月２６日告示第１０５号 

平成２７年１月２９日告示第９号 

平成２７年３月２３日告示第５２号 

平成２７年５月２９日告示第１１８号 

平成２８年７月２８日告示第１８２号 

平成３０年３月３０日告示第６７号 

令和２年９月２４日告示第１７０号 

令和２年１２月２８日告示第２１０号 

（目的） 

第１条 この告示は、市内において流通する価値の媒体として市が発行する亀

山市市民活動応援券（以下「応援券」という。）を市民が活用することを通

じて、応援券を取得した市民活動団体に対し亀山市市民活動応援交付金（以

下「応援金」という。）を交付することにより、市民活動の活性化を図り、

もって活力ある地域社会の実現に寄与することを目的とする。 

（定義） 

第２条 この告示において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定め

るところによる。 

（１）市民活動団体 市民による自主的かつ営利を目的としない社会貢献的

な活動を行う団体をいう。 

（２）地域まちづくり協議会 亀山市地域まちづくり協議会条例（平成２８

年亀山市条例第５号）第７条第１項の規定による届出を行った協議会をい

う。 

（３）市民活動応援制度 この告示の定めるところにより、応援券を取得し

た市民活動団体に対し、応援金を交付する制度をいう。 
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（平２８告示１８２・一部改正） 

（応援金の交付資格団体） 

第３条 応援金の交付を受ける資格のある市民活動団体は、次に掲げる全ての

要件を満たさなければならない。 

（１）市内に事務所を有し、市内において活動していること。 

（２）市内に住所を有する者３人以上で構成していること。 

（３）規約、会則、定款等を有していること。 

（４）次条の規定による申請書提出時の実施年度の初日において２年以上継

続的に活動を行った実績を有し、今後も市内において活動を行う予定があ

ること。 

（５）市民を主たる対象とする活動をしていること。 

（６）専ら団体の構成員のみを対象としない活動をしていること。 

（７）公序良俗に反する活動をしていないこと。 

（８）法令に違反する活動をしていないこと。 

（９）宗教活動又は政治活動をしていないこと。 

（１０）応援金の交付を受けようとする年度に市の補助金等及び亀山市社会

福祉協議会の助成金等の交付を受けていないこと又は受ける予定がないこ

と。 

（市民活動応援制度の団体登録申請） 

第４条 市民活動団体が市民活動応援制度に登録しようとする場合は、応援券

の交付を受けようとする年度の前年度において市長が定める期間内に、市民

活動応援制度団体登録申請書（様式第１号）に次に掲げる書類を添付して、

市長に提出しなければならない。 

（１）市民活動応援制度団体登録申請確認書（様式第２号） 

（２）規約、会則、定款等及び構成員名簿等の写し 

（３）その他市長が必要と認める書類 

（登録団体の決定等） 
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第５条 市長は、前条の規定による申請を受けたときは、亀山市市民活動応援

制度審査検証委員会の審査を経た上で、当該申請をした市民活動団体につい

て第３条に規定する要件を満たしている団体（以下「登録団体」という。）

とするか否かを決定する。この場合において、市長は、登録団体の決定をし

たときは、必要な条件を付すことができる。 

２ 市長は、前項の規定により登録団体とすることの可否を決定したときは、

その旨を当該決定に係る市民活動団体に対し、市民活動応援制度登録団体可

否決定通知書（様式第３号）により通知する。 

（登録団体の活動） 

第６条 登録団体は、市民及び地域まちづくり協議会から事業又はサービスの

提供の依頼があったときは、特別の理由がない限り、市内全域において事業

又はサービスを提供するものとする。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（応援券の取得方法） 

第７条 登録団体は、前条の規定により事業又はサービスを提供したときのお

礼として、応援券を取得することができる。 

２ 前項に規定する方法によるほか、登録団体は、市民からの寄附により応援

券を取得することができる。 

（登録団体等の遵守事項） 

第８条 登録団体は、応援券を取得するために、法令又はこの告示の規定に違

反する不正若しくは不当な行為及び不当な働きかけをしてはならない。 

２ 市民及び地域まちづくり協議会は、登録団体に対し、自らが利益を受ける

ために、不正又は不当な働きかけをしてはならない。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（登録の抹消） 

第９条 市長は、登録団体が次の各号のいずれかに該当したときは、その登録

を抹消することができる。 
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（１）第３条に規定する要件を満たさなくなったとき。 

（２）活動を休止し、又は廃止したとき。 

（３）登録の抹消の申出をしたとき。 

（４）法令又はこの告示の規定に違反したとき。 

（５）前各号に掲げるもののほか、登録を抹消すべき理由が生じたとき。 

（応援金の交付申請） 

第１０条 登録団体（応援券を発行した年度において第５条の規定による決定

を受けた団体を含む。以下同じ。）は、応援金の交付申請をしようとする場

合は、指定期間内に、市民活動応援交付金交付申請書（様式第４号）に次に

掲げる書類を添付して、市長に提出しなければならない。 

（１）市民活動応援制度実績報告書（様式第５号） 

（２）取得した応援券 

２ 前項の規定による応援券の交付申請額は３０万円までとし、指定期間は第

１４条の規定により市が応援券を発行した年度の翌年度の４月１日から５月

３１日までとする。 

（平２７告示５２・一部改正） 

（応援金の交付決定） 

第１１条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請書及び添

付書類等を審査し、適当と認めたときは、速やかに当該登録団体に対し、市

民活動応援交付金交付決定通知書（様式第６号）により通知し、当該団体が

取得した応援券１枚当たり１００円の応援金を支払うものとする。 

（応援金の使用に係る遵守事項） 

第１２条 前条の規定により応援金の交付を受けた登録団体は、次の事項を遵

守しなければならない。 

（１）応援金は、報酬その他の名目のいかんを問わず、構成員で分配しては

ならないこと。 

（２）応援金は、今後の活動資金として使用しなければならないこと。 
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（応援金の返還） 

第１３条 市長は、登録団体が法令若しくはこの告示の規定に違反し、又は偽

りその他不正な手段により応援金の交付を受けたときは、登録団体に対し、

応援金の交付の決定を取り消し、若しくは変更し、又は交付した応援金の全

部若しくは一部を返還させることができる。 

（応援券の発行） 

第１４条 市長は、１の年度ごとに応援券を発行する。 

２ 前項の規定により発行する応援券の枚数は、市長が決定する。 

３ 応援券の発行の権能は、市に属する。 

（応援券の様式） 

第１５条 応援券の様式は、次の表のとおりとする。 

寸法 縦 ７２．５ミリメートル 

横 １６０ミリメートル 

用紙 エンボス加工を施したもの 

記載事項 表 発行元、管理番号、発行年月日及び有効期限 

裏 流通確認欄 

２ 市長は、応援券を新たに発行したときは、これを告示する。 

（応援券の兌
だ

換の禁止） 

第１６条 応援券は、通貨（通貨の単位及び貨幣の発行等に関する法律（昭和

６２年法律第４２号）第２条第３項に規定する通貨をいう。）と兌
だ

換するこ

とはできない。 

（応援券の無効等） 

第１７条 応援券は、汚損、損傷その他の理由により、模様及び文字の認識が

著しく困難なもの又は２分の１を超える部分が残存していないものは、無効

とする。 

２ 応援券は、いかなる理由においても再交付しない。 

（応援券の有効期限） 
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第１８条 応援券の有効期限は、発行した年度の末日とする。 

（応援券の交付先） 

第１９条 応援券は、地域まちづくり協議会に交付する。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（応援券の交付申請） 

第２０条 応援券の交付を受けようとする地域まちづくり協議会は、市民活動

応援券交付申請書（様式第７号）を市長に提出しなければならない。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（応援券の交付決定） 

第２１条 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請書を確認

し、適当と認めたときは、当該地域まちづくり協議会に対し市民活動応援券

交付決定通知書（様式第８号）により通知し、応援券を交付するものとする。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（応援券の交付決定枚数変更申請） 

第２１条の２ 前条の規定により応援券の交付を受けた地域まちづくり協議会

は、同条の規定により通知のあった応援券の交付決定枚数の変更を希望する

ときは、市民活動応援券交付決定枚数変更申請書（様式第８号の２）を市長

に提出しなければならない。 

（令２告示１７０・追加） 

（応援券の交付決定枚数変更決定等） 

第２１条の３ 市長は、前条の規定による申請があったときは、当該申請書を

確認し、適当と認めたときは、市民活動応援券交付決定枚数変更通知書（様

式第８号の３）により当該申請をした地域まちづくり協議会に通知するもの

とする。 

２ 市長は、前項の規定による通知に際し、応援券の枚数を減らす変更決定を

した地域まちづくり協議会に対しては当該変更後の応援券の枚数を超えて交

付を受けている応援券の返還を求め、応援券の枚数を増やす変更決定をした
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地域まちづくり協議会に対しては当該変更後の応援券の枚数に満たない応援

券を交付するものとする。 

３ 前項の規定により応援券の返還を求められた地域まちづくり協議会は、速

やかにこれに応じなければならない。 

（令２告示１７０・追加） 

（地域まちづくり協議会の応援券の使用方法等） 

第２２条 地域まちづくり協議会は、第２１条及び前条第２項の規定により交

付を受けた応援券を市民に配付するための事業を１以上実施しなければなら

ない。 

２ 地域まちづくり協議会は、登録団体に事業又はサービスを依頼する場合は、

次に掲げる条件を遵守することにより、応援券を使用することができる。 

（１）地域まちづくり協議会内に活動拠点を置く団体以外の団体を１以上利

用すること。 

（２）１地域まちづくり協議会から１団体にお礼として使用できる応援券の

枚数は、１年度で１０００枚以下とすること。 

（平２８告示１８２・令２告示１７０・一部改正） 

（交付実績報告書等の提出） 

第２３条 地域まちづくり協議会は、応援券の交付の決定を受けた年度の末日

までに、市民活動応援券交付実績報告書（様式第９号）を市長に提出しなけ

ればならない。 

２ 地域まちづくり協議会は、交付された応援券のうち、市民に配付しなかっ

たもの又は登録団体による事業又はサービスのお礼に使用しなかったものは、

前項の規定により提出する市民活動応援券交付実績報告書に添付して、市に

返却しなければならない。 

（平２８告示１８２・一部改正） 

（市民及び市民活動団体の応援券の使用） 

第２４条 市民及び市民活動団体は、この告示の規定に違反しない限り、互い
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に同意する方法で応援券を使用できる。 

（亀山市市民活動応援制度審査検証委員会） 

第２５条 市民活動団体の登録審査及び市民活動応援制度の検証を行うため、

亀山市市民活動応援制度審査検証委員会（以下「審査検証委員会」という。）

を置く。 

２ 審査検証委員会は、委員１０人以内で組織し、委員は、次に掲げる者のう

ちから市長が委嘱する。 

（１）学識経験を有する者 

（２）市民活動団体に関し識見を有する者 

（３）公募により選出された者 

（４）亀山市地域まちづくり協議会連絡会議の代表者 

（５）亀山市自治会連合会の代表者 

（６）社会福祉法人亀山市社会福祉協議会の職員 

（７）その他市長が必要と認める者 

３ 委員の任期は２年とし、補欠委員の任期は前任者の残任期間とする。ただ

し、再任を妨げない。 

４ 審査検証委員会に、委員長及び副委員長各１人を置き、委員の互選により

定める。 

５ 委員長は、会務を総理し、審査検証委員会を代表する。 

６ 副委員長は、委員長を補佐し、委員長に事故があるとき、又は委員長が欠

けたときは、その職務を代理する。 

７ 審査検証委員会の会議は、委員長が招集し、議長となる。 

８ 審査検証委員会は、委員の過半数が出席しなければ会議を開くことができ

ない。 

９ 審査検証委員会の議事は、出席した委員の過半数をもって決し、可否同数

のときは、議長の決するところによる。 

１０ 審査検証委員会は、必要があると認めるときは、委員以外の者を会議に
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出席させて意見を聴き、又は資料の提出を求めることができる。 

１１ 審査検証委員会の運営に関し必要な事項は、委員長が審査検証委員会に

諮って定める。 

１２ 委員は、職務上知り得た秘密を漏らしてはならない。その職を退いた後

も、同様とする。 

１３ 審査検証委員会の庶務は、まちづくり協働課において処理する。 

（平２８告示１８２・平３０告示６７・一部改正） 

（市民活動等における事故等） 

第２６条 市長は、市民活動並びに応援券の使用において行われる市及び市の

職員以外の者の全ての行為について、一切の責任を負わないものとする。 

（その他） 

第２７条 この告示に定めるもののほか、必要な事項は、市長が別に定める。 

附 則 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の属する年度における次の表の左欄に掲げる規定の適

用については、これらの規定中同表の中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の

右欄に掲げる字句に読み替える。 

第４条各号列記以外の

部分 

応援券の交付を受けよ

うとする年度の前年度 

応援券の交付を受けようとす

る年度 

第１０条第２項 翌年度 翌々年度 

第１４条第１項 １の年度ごとに 平成２５年度及び平成２６年

度を通じて１回 

第１８条 年度 年度の翌年度 

第２２条第２項第２号 １年度 平成２５年度及び平成２６年

度 
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第２３条第１項 応援券の交付の決定を

受けた年度 

平成２６年度 

３ この告示の施行後最初に委嘱される審査検証委員会の委員の任期は、第２

５条第３項の規定にかかわらず、平成２７年３月３１日までとする。 

４ この告示の施行後最初に行われる審査検証委員会の会議は、第２５条第７

項の規定にかかわらず、市長が招集する。 

附 則（平成２６年５月２６日告示第１０５号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の亀山市市民活動応援交付金交

付要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

附 則（平成２７年１月２９日告示第９号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２７年３月２３日告示第５２号） 

この告示は、公表の日から施行する。 

附 則（平成２７年５月２９日告示第１１８号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の日の前日までに、改正前の亀山市市民活動応援交付金交

付要綱の規定によりなされた手続その他の行為は、この告示の相当規定によ

りなされたものとみなす。 

附 則（平成２８年７月２８日告示第１８２号） 

（施行期日） 

１ この告示は、公表の日から施行する。 
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（経過措置） 

２ この告示による改正後の第２５条第２項第４号に掲げる委員の任期は、同

条第３項の規定にかかわらず、平成２９年３月３１日までとする。 

附 則（平成３０年３月３０日告示第６７号） 

この告示は、平成３０年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年９月２４日告示第１７０号） 

この告示は、令和３年４月１日から施行する。 

附 則（令和２年１２月２８日告示第２１０号） 

（施行期日） 

１ この告示は、令和３年１月１日から施行する。 

（経過措置） 

２ この告示の施行の際現にあるこの告示による改正前の様式による用紙につ

いては、当分の間、これを取り繕って使用することができる。 
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20/28 
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様式第１号（第４条関係） 

（平２８告示１８２・令２告示２１０・一部改正） 

様式第２号（第４条関係） 

（令２告示２１０・一部改正） 

様式第３号（第５条関係） 

様式第４号（第１０条関係） 

（令２告示２１０・一部改正） 

様式第５号（第１０条関係） 

（平２７告示９・全改、令２告示２１０・一部改正） 

様式第６号（第１１条関係） 

様式第７号（第２０条関係） 

（平２８告示１８２・令２告示２１０・一部改正） 

様式第８号（第２１条関係） 

（平２８告示１８２・一部改正） 

様式第８号の２（第２１条の２関係） 

（令２告示１７０・追加、令２告示２１０・一部改正） 

様式第８号の３（第２１条の３関係） 

（令２告示１７０・追加） 

様式第９号（第２３条関係） 

（令２告示２１０・一部改正） 

 


